
親等が使用されるLPガスの使用量を、遠隔地で暮らすご家族等
にメールで通知するサービス「あんしんテレちゃん」を提供して
います。LPガス使用量を通知することによって、1人暮らしの
高齢者の方等の日々の生活状況を、「さりげなく」見守ることが
できるサービスです。
　今後、「NPO法人テレメータリング推進協議会」と連携して
業界全体として「見守りサービス」の普及・拡大を図るととも
に、水道使用状況・各種センサーにも対応したサービスの提
供にも取り組んでいきます。

つなぐ   アルコール検知機能付駐車場システム
　2007年に施行された改正道路交通法によって、酒酔い・酒
気帯び運転に対する罰則が強化されました。そのような中、
NTTル・パルクでは、2007年8月、NTT東日本白金ビルに共
同開発の「アルコール検知機能付駐車場システム」を導入しま
した。これは駐車場退出の際に、運転者がアルコール濃度の
検査を受け、アルコールが検出された場合は、ゲートが開かず
退出を規制するというシステムです。運転者が確実にアルコー
ル濃度の検査を受けることになり、飲
酒運転撲滅につながるシステムとして
注目を集めています。また、2009年度
においては、NTT東日本江戸川ビルお
よび小平ビルに導入拡大しました。今
後も、このシステムの積極的な導入、
拡大をめざすことで、飲酒運転撲滅と
いう社会的課題に取り組んでいきたい
と考えています。

つなぐ 災害の発生に備える自動販売機の設置
　NTTル・パルクでは、パートナー企業と協業し、メッセージ
ボード付きの「災害対策用自動販売機」の設置を進めていま
す。災害時には、メッセージボードに行政からの災害情報がリ
アルタイムに表示されます。
　また、遠隔操作で商品を無料提供で
きるため、自動販売機が臨時の給水機
能を果たします（最大収納数・約600
本）。2009年度までに首都圏の6拠点
に設置を完了しており、今後も順次拡大
していく予定です。

■■■

■■■

■■■

豊かで便利な社会のためのサービス
つなぐ  「あんしんテレちゃん」の提供
　核家族化や社会の急速な高齢化の進展により、離れて暮らす
高齢の親族の安否を見守りたいというニーズが増えています。
こうした中、NTTテレコンでは、2005年12月より、高齢のご両

■■■

より使いやすいものを提供していきたいより使いやすいものを提供していきたいより使いやすいものを提供していきたいより使いやすいものを提供していきたいより使いやすいものを提供していきたいより使いやすいものを提供していきたい

カメラ25台

デジタルレコーダー ＋ コンソール
1 地区あたりの構成

同軸ケーブル敷設同軸ケーブル敷設

アルコール検知機能付駐
車場システム

メッセージボード付き災害
対策用自動販売機

「あんしんテレちゃん」サービスの概要

システム構成図
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チームNTTのコミュニケーション

つなぐ、一人ひとりが 
社会的使命を果たすために
わたしたちは、チームNTTの一員として責任と誇りを胸に、 
高い倫理観を持って事業に取り組み、個々の成長に努めるとともに、 
豊かな地域社会づくりを推進し、社会的使命を果たします。

Theme.4

パフォーマンス・ハイライト

労働安全衛生の水準の向上に寄与する取り組み

6月〜7月、11月〜12月を「転落防止強化期間」に設
定。事故防止に向けた注意喚起を徹底

新型インフルエンザ予防マニュアルを作成。グループ
26社約70,000部を配布

基本姿勢

　社員の安全・健康が、健全な事業活動の基盤であるとの認識の下、グループ内はもとより、パートナー企業とも
一体となって安全・健康の取り組みを推進しています。
ＣＳＲ目標  
• 労働安全の推進
• 健康管理の充実

今期の成果と来期に向けた取り組み
　NTT東日本グループでは、パートナー企業とも一体となり、事故の撲滅に向けた安全管理体制の強化に取り組み、
だれもが安心して働くことのできる安全な職場環境の充実に取り組んでいます。2009年度は、高所安全作業の集合
研修や事故防止に向けた社員への注意喚起等を徹底しました。また、社員の健康管理については、社内イントラネッ
トをはじめとする、各種ツールを用いた継続的な健康・衛生教育の実施による社員の健康意識の向上に努めました。
　今後は、転落事故ゼロ化に向けた高所安全作業のさらなる定着化に取り組むとともに、成人病予防対策等身体面に対
するケアの推進に加え、社員のみならず、非正規社員に対する各種メンタルヘルス対策の実施にも取り組んでいきます。

ネットワーク事業推進本部 設備部  
設備計画部門 担当部長

川端 一嘉
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事故の撲滅に向けた取り組み
　NTT東日本グループでは、パートナー企業とも一体となり、事
故の撲滅に向けた安全管理体制の強化に取り組み、だれもが安心
して働くことのできる安全な職場環境の充実に取り組んでいます。
　2009年度は、NTT東日本研修センタにおいて、高所安全作
業の集合研修および事業所における高所安全作業研修を実施
し、社員一人ひとりに対して安全作業の徹底を促しました。ま
た、6月〜7月、11月〜12月を「転落防止強化期間」に設定し、
ポスターを掲示して安全意識の高揚に努めるとともに、安全パ
トロールを実施し必要な安全対策が講じられているか厳重な
チェックを行っています。さらに、「台風18号の接近に伴う安

全確保の徹底につい
て」「電柱積卸し時に
おける人身事故防止
の徹底について」等、
年間を通じた注意喚
起を行い、事故防止
に向けた安全作業の
遵守を徹底しました。
　今後も労働災害を
未 然に防ぐために、
社員の危機意識や安
全意識の一層の向上
に取り組むとともに、
職場の実態や特性に
即した取り組みを展
開し、労働災害の撲
滅を図っていきます。

る、各種ツールを用いた継続的な健康・衛生教育の実施によ
る社員の健康意識の向上に努めています。
　2009年度は、新型インフルエンザ予防マニュアルの配布

（グループ26社に対して約70,000部）による基礎知識の付与
に加え、備蓄用マスクの配布、消毒液の設置および非接触型体
温計の配備等、予防対策の徹底を図りました。また、新型イン
フルエンザに加えてノロウイルス等の
感染症予防や、夏バテ・熱中症の予防
等、日々の暮らしにおける体調管理に
関 する 対 策 等 について 社 内 のTV
ニュースで衛生教育を実施する等、社
員の健康管理意識の向上に努めてい
ます。
　今後も、新たなインフルエンザの発
生も含め、引き続き対策を検討すると
ともに、成人病予防対策等、身体面に
対するケアも推進していきます。

メンタルヘルス教育の実施によるメンタルヘルス
不調の予防・早期発見・フォロー
　社員の心の健康を守るため、メンタルヘルス対策の取り組み
を推進しています。
　2009年度は、社員やその家族の心身等に対する相談機会
等の充実を図ることを目的に設置した、「NTT東日本グループ
なんでも相談ダイヤル」において、面談によるカウンセリング
の回数を年間5回から10回にする等、サービス内容の拡充を
図るとともに、健康管理センタとの連携の下、社員に対するメ
ンタルヘルス問診を実施し、その結果に基づくメンタル面での

フォロー等に取り組んでいます。ま
た、eラーニングによる啓発活動とし
て、2007年度の「メンタルヘルス基
礎講座」および2008年度の「実践講
座」に引き続いて、2009年度は「応
用講座」を実施し、90%以上のグルー
プ社員が受講しました。
　今後は、職責や年齢等に応じた新た
なメンタルヘルス教育の実施や、非正
規社員に対する各種メンタルヘルス
対策の拡大にも注力していきます。

つなぐ   NTTグループ社員等の健康の維持・増進に向けた
取り組み

　NTT東日本が運営する病院、および健康管理センタ（関東病
院、伊豆病院、長野病院、東北病院、札幌病院、首都圏健康管
理センタ）では、労働安全衛生の水準向上に向けた取り組みの
一翼を担い、グループ会社の各事業所と連携を図り、NTTグ
ループ社員等の疾病の予防、早期発見・早期治療に向けて取
り組むとともに、心の健康を守るため、メンタルヘルス対策に
取り組んでいます。

労働安全の推進

健康管理の充実

健康教育の充実による社員の健康・衛生意識の向上
　社員の健康管理について、疾病の予防、早期発見・早期治
療が重要との認識に基づき、社内イントラネットをはじめとす

■■■

転落防止ポスター

新型インフルエンザ 
予防マニュアル

何でも相談ダイヤル 
パンフレット

高所安全作業研修の様子
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NTT東日本が運営する5つの病院は、地域医療の中核的
な病院として、以下の取り組みを通じてCSRの向上に貢献
しています。

良質で心のこもった安心・安全な医療の 
提供を通じて地域社会へ貢献します
　救急・急性期から亜急性期・回復期を経て在宅に至るまで、
切れ目のない医療サービスの提供を可能にする「地域完結型
医療」の実現を目指して、地域の医療機関の皆さまと連携して
積極的に役割を果たしています。

医療分野におけるICTサービス導入の 
先導的な役割を果たし、安心で豊かな 
社会の実現に貢献します
　電子カルテや健診システムを中心とした医療情報システムを
導入し、他に先駆けて機能の高度化を図るとともに、各病院の
電子カルテシステムを関東病院保守センタで一元的に運用・保
守を実施する等により、医療の質・安全の向上、効率化を図っ
ています。
　また、ICTを活用した地域の病院・診療所の連携や専門医の
少ない遠隔地との連携、在宅診療の支援等、安心で豊かな社
会の実現に向けて、先導的な役割を果たしていきます。

医療部門の取り組み

つなぐ   通信ネットワークの安定性と信頼性の 
確保に向けた取り組み

　安全で信頼性の高い通信ネットワークを維持するため、ネッ
トワークの監視・制御要員を中心に、2009年度は全国的に流
行した新型インフルエンザおよび季節型インフルエンザの予
防接種を約1,400人を対象に実施しました。なお、そのうち
NTT東日本が運営する病院においては、延べ461名に対して
予防接種を実施しました。

つなぐ  関東病院における院内廃棄物減量化の取り組み
　関東病院では、院内で発生した感染性廃棄物および汚物の
付着した紙オムツについて、鈴与株式会社と共同開発した廃棄
物処理機械の導入により、院内廃棄物の無害化・減量化を実現
しました。このことにより廃棄物排出量の大幅な減量化を図る
とともに、廃棄物運搬にかかるCO2排出量を大幅に削減しま
した。今後は、鈴与株式会社との連携により、広く世の中の病
院への展開・普及を図り、地球環境への負荷のより一層の軽
減をめざしていきます。

■■■

良質で安全な医療を提供するために良質で安全な医療を提供するために良質で安全な医療を提供するために良質で安全な医療を提供するために良質で安全な医療を提供するために良質で安全な医療を提供するために

東北病院

札幌病院

関東病院

長野病院

伊豆病院
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パフォーマンス・ハイライト

人材育成の推進に向けた取り組み

実務能力の向上に向け、延べ157コースのスキル向
上研修と119資格の社内資格認定試験を実施

人材育成ポータルサイトを「社員が育ちやすい、上長
が社員をフォローしやすい」をコンセプトにリニュー
アル

基本姿勢

人と人、人と社会を確実に「つなぐ」ことを使命とするNTT東日本の人材育成理念『つなぐDNA』を旗印に掲げ、多
様な人材育成プログラムによる個々のキャリア開発支援に加えて、主体的な能力開発を促す施策を積極的に展開し、

「つなぐ」という責任感・使命感を継承し事業活動を支える高い実務能力を有する人材の育成に努めています。
ＣＳＲ目標  
• 人材育成プログラムの展開

今期の成果と来期に向けた取り組み
　一人ひとりの社員が、高い付加価値を提供できる人材になるため、2009年度は、『つなぐDNA』の具現化に向け
た育成体系の再構築を行いました。再構築にあたっては「実務能力を備えたプロフェッショナル人材の育成」「マネジ
メント・リーダーシップを発揮できる管理者の育成」を大きな二つの柱としています。また、新しい
人材育成ポータルサイトを導入すること等により、上長と社員、チームのコミュニケーションの活性
化やスキルの見える化に着手しました。今後は、これらの取り組みを一層充実・推
進し人材の育成に努めていきます。

人材育成理念『つなぐDNA』の具現化

安心・安全なサービス提供に向けた 
スキル向上研修等の実施と『つなぐDNA』の継承
　安心・安全なサービスの提供に向けて、一人ひとりの社員
が、高い実務能力を身につけ、高い付加価値を提供できる人
材になるための環境を整備しています。
　業務経験に基づく能力開発を補完する集合研修・eラーニン
グ・通信教育等、各事業領域に対応した最適なスキル向上プロ

人材育成プログラムの展開
グラムの提供に加え、自己の到達度を確認するための社内資
格認定制度を導入しています。2009年度は、延べ157コー
スの研修と119資格の認定試験を実施し、研修受講者は約
5,550人、社内資格受験者は約11,700人となりました。ま
た、社外資格取得に向けた支援も積極的に実施しています。
　また、何より「つなぐ」という「責任感」「使命感」を持ち事業活
動に邁進していくことが重要であることから、『つなぐDNA』を
テーマとした映像を全社員に共有する等継承にも努めています。
　今後も、『つなぐDNA』と実務能力を備えたプロフェッショ
ナル人材の育成に向け、必要となる人材育成プログラムを引
き続き実施していきます。

・「つなぐ」という使命にこだわり続けるDNA（気概）の継承

人材育成体系の再構築

成長のサポートを推進

DNA（気概）の継承

・実務能力を備えたプロフェッショナル人材の育成
・マネジメント・リーダーシップを発揮できる管理者の育成

・新しい人材育成ポータルサイトの導入

人材育成理念
安心・安全で、

お客さまに信頼される
サービスを

提供できる人材

総務人事部 人材開発部門長

狩野 利之
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パフォーマンス・ハイライト

多様性の尊重と機会均等の推進に向けた取り組み

「女性管理者や若手女性社員等向けフォーラム」「育
児休職者復帰セミナー」等、女性社員のキャリア支援
やステップアップを推進するさまざまな取り組みを
展開

在宅勤務の全県等域での本格展開。2010年3月時
点で230名の社員が利用

基本姿勢

多様な人材の活用、多様な働き方の推進が、一人ひとりの能力の最大発揮、ひいてはトータルマンパワー の最大化
につながっていくとの認識の下、一丸となってダイバーシティ・マネジメントを推進していきます。
ＣＳＲ目標  
• 多様な人材の活用
• 次世代育成支援の推進

今期の成果と来期に向けた取り組み
　ダイバーシティ推進に拍車をかけ、全社一丸となった取り組みに発展させていくため、2009年7月に「ダイバーシ
ティ推進小委員会」、「ダイバーシティ推進ワーキンググループ」および「女性コミッティ」を設立し、組織横断的な検討
を経て、さまざまな取り組みを展開しました。また、支店等にも「ダイバーシティ推進担当」を設置し、各エリアに即し
た活動を始めているところです。さらには、多様な社員の活躍支援に向け、女性社員における各階層別セミナーの実
施等、キャリア開発支援を実現する施策や、育児中の男女社員向け施策に取り組んできました。今後は、これらの取り
組みの充実に加え、生産性の高い働き方（働き方のルール）を推進していく等、ワーク・ライフ・バランスの推進に向け
た取り組みについても、これまで以上に充実させていきたいと考えています。

個人・組織の活性化に向けた 
適時・最適なマネジメント研修等の実施
　個々の社員の専門スキルを育成すると同時に、一人ひとり
の能力を引き出し、会社全体の力の最大化へつなげるために、
2009年度も組織全体の活性化と個人の成長を促す現場マネ
ジメントの充実やリーダーシップの発揮および多様な個々の
力を事業への貢献につなげるキャリア開発支援の充実に向け
た研修を実施いたしました。
　今後も個人・組織の活性化に向け必要となる人材育成プロ
グラムを引き続き実施していきます。

社員の自律的な知識・スキルの習得のための 
自己啓発支援
　社員の能力向上に向けては、各々の自律的な成長が不可欠
であるとの認識の下、通信教育、eラーニング等の各種プログ
ラムを体系的に整備し、社員の自己実現をサポートするしくみ
を整備しています。

　2009年度には、138種類のeラーニング教材、423コース
におよぶ通信教育講座を提供し、社員の自律的な能力開発を
支援しました。
　また、2010年4月には、人材育成ポータルサイトを、「社員
が育ちやすい、上長が社員をフォローしやすい」をコンセプト
にリニューアルし、育成イベントを一元的に確認できる「マイ・
ページ」や、一人ひとりの保有スキル等経験・成長の過程を見
える化する「自分成長カルテ」、eラーニング教材等のコンテン
ツを掲載しています。
　今後も、社員の自律的な
成長をサポートするしくみ
を整備していきます。

総務人事部 ダイバーシティ推進室長 

古川 直子

人材育成ポータルサイトの
「マイ・ページ」
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ダイバーシティに富んだ社員の積極的活用に 
向けた意識啓発・支援施策の展開
　社会の変化に伴い、多様化するお客さまのニーズにお応えし
ていくには、NTT東日本グループ内にも同様の多様性形成が必
要です。そこで、社員一人ひとりが持つ能力や特性、価値観の違
いを尊重し、一人ひとりの社員を効果的・戦略的に活用していく
ために、2008年4月に「ダイバーシティ推進室」を発足させると
ともに、ダイバーシティ推進に拍車をかけ、全社一丸となった取
り組みに発展させていくため、2009年7月には「ダイバーシティ
推進小委員会」および「ダイバーシティ推進ワーキンググループ」
を設立し、全社ダイバーシティ推進施策の展開を検討しています。
　NTT東日本グループでは、ダイバーシティ推進に向けて、ダイバー
シティ推進の意義や必要性に対する社員の理解を促し、多様な個性を
持った一人ひとりの社員が能力を最大限に発揮できる企業風土の醸
成をめざし、さまざまな啓発活動および施策を実施しています。

　ダイバーシティ推進に向けた取
り組みの中で、仕事と育児の両立
を図りながら働く社員のためのサ
ポートは、グループ内に多様性を
育む原動力の一つと位置づけてい
ます。2009年度は、社員が出産
休暇・育児休職を取得する前後に
上司とダイバーシティ推進室との
3者面談を実施、さらには、育児
休職復帰者セミナーを開催し、

2010年度からは従来からの取り組みに加えて、仕事と育児の両
立を支援するSNSコミュニティ「ワーキングパパ&ママ広場♪」を
設置しています。子育てに関わるすべての社員を対象に、ラ
イフステージの変化にかかわらず、個人の力を仕事で十分に
発揮できるよう、仕事との両立に向けて困っていることやアド
バイスをもらいたいこと等を情報交換できる場として活用し
てもらうことを企図し、環境の整備に取り組んでいます。また、
ダイバーシティに富む社員の一つとしてまだ社内の「最大のマ
イノリティ」である女性の活躍支援も力を入れており、各階層
別にフォーラム・セミナー等を開催しています。2010年度は、
女性部下を持つ管理者向け研修等、引き続き意識啓発・支援
施策を展開していきます。

　社員一人ひとりのライフスタイ
ルに応じて能力を最大限発揮でき
るよう、次世代育成支援にも取り組
んでおり、2005年4月からの3年
間に引き続き、2008年4月から3
年間の「次世代育成支援行動計画」
を策定するとともに、2010年6月
には、育児介護休業法の改正にあ
わせて育児休職からの早期復帰の
円滑化と育児の短時間勤務制度の

弾力的な活用を可能とする休業制度（休職および短時間勤務）
へ見直しを実施しました。これらの制度が各社員の事情に応じ
て利用できるように、ポータルサイト「NTT－LIFE＋」、「『一人
ひとりのワーク・ライフ・バランス』を実現するためのコミュニ
ケーションハンドブック」等を活用して制度内容を情報発信する
他、休業利用者の体験談を紹介する等により、その啓発にも取
り組んでいます。
　2008年度からは、ワーク・ライフ・
バランスの推進や育児と仕事の両立
をサポートすること等を目的とした在
宅勤務を実施しており、試行実施を経
て、2009年度から全県等域で本格展
開し、2010年3月までに、230名の
社員が在宅勤務を実施しました。全
県等域への在宅勤務の展開にあたっては、各県等域への在宅勤務
推進担当者の育成や配置、在宅勤務実施者およびその上長への事
前研修会の実施等、在宅勤務者の拡大および施策の定着に向けた
取り組みを実施した他、ホームページやコミュニティサイトを活用
し、在宅勤務を実施した感想を掲載したり、在宅勤務を有効に活用
するための工夫等の情報を、社員に向けて発信しています。

多様な人材の活用と 
次世代育成支援の推進

NTT東日本の雇用の状況

■■■

時間の余裕が心のゆとりにつながる在宅勤務時間の余裕が心のゆとりにつながる在宅勤務時間の余裕が心のゆとりにつながる在宅勤務時間の余裕が心のゆとりにつながる在宅勤務時間の余裕が心のゆとりにつながる在宅勤務時間の余裕が心のゆとりにつながる在宅勤務

在宅勤務コミュニティ
サイト

在宅勤務支援社内
ホームページ

厚生労働省が認定する「次世代認
定マーク（愛称：くるみん）」も取得

ダイバーシティ推進室の社内向け
ホームページ

在宅勤務システムの構成図

SNSコミュニティ
「ワーキングパパ&ママ広場♪」
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ダイバーシティ推進のための文化醸成活動の展開
　ダイバーシティ推進に向けて、ダイバーシティ推進の意義や
必要性に対する社員の理解を促し、多様な個性を持った一人ひ
とりの社員が能力を最大限発揮できる企業風土の醸成をめざ
し、さまざまな取り組みを行っています。
　たとえばダイバーシティ推進室では、社内イントラネットを
通じてダイバーシティに関するさまざまな情報を発信してお
り、ホームページ上では「幹部からのメッセージ」の掲載等を
行っています。また2009年度は、ダイバーシティに関する全
社員向けeラーニングおよび経営幹部・管理者向けの講演会
を実施する等、ダイバーシティへの理解促進および職場での
多様性の受容促進を図りました。また、育児中の男女社員を対
象として、親のあり方・親子のコミュニケーションの取り方等
についての講話や、仕事と育児の両立および育児に関するグ
ループディスカッションを行う「ペアレンティング・セミナー」
も実施しました。
　2010年度からは、ワーク・ライフ・バランス推進、中でも業
務 の 生 産 性を向 上させる取り組 みの 一つとして、「Value 
Meeting活動」の推進も始めたところであり、これは、会議の
基本ルールとなる6カ条を作り、会議の生産性向上による業務
全体の生産性向上につなげようとする活動です。また、全社
員を対象に、所属や職位に関係なくコミュニケーションを取る
環境を提供することで職場の活性化向上につなげるため、「部
門横断的勉強会」および「サークル活動」を行う「インフォーマ
ル・ミーティング」を実施する予定です。
　今後も、多様な人材が活躍できる風土づくりに努めていき
ます。

福利厚生
　社員が入社してから退職するまでの間、ライフプランやライ
フスタイルに応じてさまざまな福利厚生メニューが選択できる

「カフェテリアプラン（選択型福利厚生制度）」や、社員がライフ
プランの設計や見直しが行えるよう、節目をとらえた「ライフ
デザイン研修（4回）」を実施するとともに、「ライフデザイン相
談室」も用意しています。

各種制度の一例
制度の名称 概要

育児

育児休職 子どもが満3歳になるまで取得可

短時間勤務 子どもが小学校3年生の年度末までの
期間、1日の勤務時間を4・5・6時間か
ら選択可

（本人が申請した期間取得できるよう
2010年6月に見直し）

再採用制度 育児に専念するために退職した場合、
一定の要件を満たせば選考により再採
用が可能

ライフプラン休暇
（育児）※

子どもの養育を目的に、1週間以上の
休暇として取得可

育児支援サービス
（カフェテリア 
メニュー）

ベビーシッター育児支援サービス（子
どもの家庭内での保育、保育所等への
送迎）の割引券の交付等

介護

介護休職 最長1年6カ月まで取得可

短時間勤務 介護休職の期間とあわせて最長3年
間、1日の勤務時間を4・5・6時間から
選択可

再採用制度 介護休職後、引き続き介護のために退
職した場合、退職後一定期間内に社員
として再採用

介護休暇
2010年6月新設

家族の介護を目的に、1年度につき5日
取得可※

（被介護者が2人以上の場合は10日）

ライフプラン休暇
（介護）※

家族の介護を目的に、1週間以上の休
暇として取得可

※  勤続年数5年ごとに5日間の休暇が発効され、また失効年休の一部についても
積立可能な休暇

■■■

子育ては楽しい驚きがたくさんありました子育ては楽しい驚きがたくさんありました子育ては楽しい驚きがたくさんありました子育ては楽しい驚きがたくさんありました子育ては楽しい驚きがたくさんありました子育ては楽しい驚きがたくさんありました

■■■

自分以外の親子の関わりについて自分以外の親子の関わりについて自分以外の親子の関わりについて自分以外の親子の関わりについて自分以外の親子の関わりについて自分以外の親子の関わりについて
知る機会となりました知る機会となりました知る機会となりました

管理者向けのダイバーシティ講習会

Value Meetingポスター
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つなぐ   障がい者を中心とした 
「さいたま新都心センター」開設

　NTTソルコでは、2009年10月、障がい者雇用の取り組み
の一環として、バリアフリーな職場環境を整備した「さいたま
新都心センター」を開設しました。埼玉県内の障がい者就労支
援機関等でトレーニングを受けた障がい者がリーダーとなり、
センターで働く障がい者スタッフの研修から日常的な運営ま
で、障がい者を中心にセンターを運営しています。
　センターオープン時には
障がい者スタッフは13名で
したが、2010年4月には20
名の障がい者スタッフが働
いており、将来的には、業務
量の拡大を図り、障がい者
の雇用人数を拡大していき
ます。

つなぐ ママ応援サイト「ママiランド」をリニューアル
　NTT番号情報は、2009年11月、小さな子どもを持つ母親
応援サイト「ママiランド」のリニューアルを実施しました。本リ
ニューアルでは、従来より提供してきた育児や家庭生活のさま
ざまなシチュエーションにおける「お店検索」や「地域情報の提
供」に加え、子育て中の母親が日頃抱える育児における疑問や
悩み・相談等をアンケートやブログを通じて共有することがで
きるコンテンツ「ママ広場」を新設し、あわせて「ママブロガー」

チャレンジ意欲の向上
　社員のモチベーションやチャレンジ意欲の向上に向けては、
積極的にチャレンジした者、着実に成果を生み出した者への評
価と給与等への反映を適正に行うことで、積極的に行動を起こ
そうとする意欲を一層向上させるとともに、階層別の評価者
研修、被評価者研修、多面観察、社員意識調査等の諸施策を
継続的に実施することで、評価の納得性、公正性の向上等を図
り、さらなる挑戦意欲の向上等に努めています。
　さらに、意欲のある社員がより幅広いフィールドで活躍する
チャンスとして、「NTTグループ内ジョブチャレンジ」を実施
し、希望する社員へのキャリアアップの機会を提供し、また
NTTグループ内の人材交流を促進しています。

社長表彰
　日常業務や社会貢献活動、環境保全活動等さまざまな分野
において著しい成果をおさめ、事業や社会の発展に大きく貢
献した社員等の功労に報い、士気高揚、事業・社員の活性化を
図る観点から、社長表彰を実施しています。

の一般公募の開始により、育児に関す
る意見を発信できる場の提供も始めま
した。その他、リニューアルを記念し
て、NHKエデュケーショナルが運営
する「すくすく.com」と共同で、「親子
のふれあいを学ぶ 絵本読み聞かせ講
座」をテーマにしたイベントも開催し
ました。
　今後もご利用者の要望の反映やコ
ンテンツの拡充を実施することで、育
児中の母親を応援していきます。

　2010年度は、「事業活動における成果等、業務に関する功
績」の他、「低炭素社会の実現に取り組んだ功績」、「非常災害に
おける早期復旧に対する功績」、「社会貢献活動」等に対し社長
表彰を行いました。

社員のモチベーション向上に寄与する取り組み

「ママ広場」

2010年度「地球環境保護表彰」、「社会貢献活動表彰」、 
「非常災害復旧表彰」案件

地球環境保護 
表彰

エコドライブの普及と低炭素社会への貢献に関する功績 
（団体／NTT東日本－北海道他）

廃食用油の収集および社有車用燃料への再利用に関する
功績

（団体／NTT東日本－山形）

鉄塔塗装用塗料の揮発性有機化合物の濃度削減に関する
功績（団体／NTT東日本 ネットワーク事業推進本部）

社会貢献活動 
表彰

骨髄バンク活動の理解向上および患者等への支援活動に
関する功績（団体／NTT東日本－新潟他）

地域における青少年健全育成活動に関する功績（個人／
NTT東日本－神奈川）

非常災害復旧 
表彰

新潟・長岡エリアのゲリラ豪雪に伴う早期災害復旧活動に
関する功績（団体／NTT東日本－新潟他）

センター内の職場の様子

「親子のふれあいを学ぶ  
絵本読み聞かせ講座」開催
模様
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パフォーマンス・ハイライト

社会貢献活動

骨伝道式ステレオヘッドホン「ライブホン」を活用した
コンサ ートに、聴覚に障がいのある方をご招待。こ
れまでに4,000名を超える方々に臨場感ある音楽を
ご提供

耳や言葉の不自由な方のためのコミュニケーション
ツール「電話お願い手帳」を11万部発行。2009年
で28回目

基本姿勢

　地域社会と密着し事業を営むNTT東日本グループでは、社会と共生する「良き企業市民」をめざし、チームNTT
のメンバーが一体となって、地域社会の発展に向け継続的かつ積極的に社会貢献活動に取り組んでいます。
ＣＳＲ目標  
• 全社的プログラムの実施  • 地域的プログラムの推進
• 活動する社員への支援の実施  • NTT mimi-プロジェクトを通じた施策の推進

今期の成果と来期に向けた取り組み
　NTT東日本グループでは、これまで築き上げてきた地域の皆さまとの強いつながりを通じて、地域に根ざした社
会貢献活動を行ってきました。また、骨伝道式ステレオヘッドホン「ライブホン」や、「電話お願い手帳」等、わたしたち
がこれまで電話で培ってきた技術・経験を活かした、NTT東日本グループならではの取り組みを行ってきました。今
後も、地域の皆さまとの接点を大事にしながら、地域社会の持続的な発展に寄与する取り組みを進
めていきます。

「電話お願い手帳」*の配布
　1983年にお客さまから寄せられた要望をヒントに「電話お
願い手帳」を作成し、以降、毎年10万部以上を地方自治体や企
業にご協力いただき配布しています。また、ご利用者から寄せ
られたご意見・ご要望を参考に内容の見直しを重ね、2009年
は、手帳を差し出された方に一目で理解いただけるよう表紙に

「耳や言葉が不自由なため、お手伝いください。ご協力をお願
い致します。」と記載するとともに、
AED（自動体外式除細動器）に係わる
記載のページを新たに製作しました。
2009年の発行で28回目となります。

全社的プログラム
今後も、耳や言葉の不自由な方にとって、より使いやすいコ
ミュニケーションツールとなるよう検討を進めるとともに、継
続した配布協力企業・団体の拡大に取り組んでいきます。

用語
解説

 電話お願い手帳：耳や言葉の不自由な方が、外出先で周囲の方に尋ねたり、お願
いしたりする際のコミュニケーションツール。

「ライブホン」*の利用促進
　1987年以来、ライブホン「ときめき」を活用し、耳の不自由
な方々にも楽しんでいただけるコンサートを開催し、これまで
に4,000名を超える方々に臨場感ある音楽を楽しんでいただ
いています。2009年度も「NTT東日本N響コンサート」を主
催し、聴覚に障がいのある方等22組をご招待し豊かな音楽を
楽しんでいただくとともに、新たにコンサートロビーへ「ライ
ブホン体験コーナー」や「社会貢献活動紹介コーナー」を紹介
する特設ブースを設置する等、来場された一般の方々にも「ラ
イブホン」技術を体感いただきました。また、2009年4月から
は、千代田区にある科学技術館からのご要望により、科学技術
実験演示プログラムに「ライブホン」を設置いただき、音の伝わ
り方についての理解を深める材料として役立てていただいて
います。

総務人事部 総務部門長

長門 徹

「電話お願い手帳2010年版」
の表紙画像

緊急連絡とAED運搬の
依頼ページ
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　今後も継続して、「ライブホン」の活用に向けた取り組みを実
施していきます。

用語
解説  ライブホン：NTTグループが開発した聴覚障がい者用ステレオヘッドホン。

 社会貢献活動（全社的）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/company/

スポーツ教室の開催
　NTT東日本では毎年、青少年の健全な育成と地域のスポー
ツ振興を目的に、東日本の各地域で野球教室、バドミントン教
室等さまざまなスポーツ教室を開催しています。
　2009年度は、野球教室を3回、バドミントン教室を14回開
催し、NTT東日本スポーツチームの現役選手がボランティア
として、地域の子どもたちの指導にあたりました。
　また、今後も、各県域支店との連携・調整を強化しさらなる
教室内容の充実を図っていきます。

 シンボルチーム：
http://www.ntt-east.co.jp/symbol/

つなぐ   新型インフルエンザ（H1N1）の検疫活動への協力
　新型インフルエンザの発生にあたり、国からの要請を受け、
2009年5月12日から2週間、NTT東日本の病院等の看護師
等、20名が成田空港において検疫業務に従事しました。この
活動により、感染症の国内への侵入防止のための水際対策に
多大な貢献があったとして、国から感謝状が贈呈されました。

地域と密着した社会貢献活動等の充実
　NTT東日本グループでは、チームNTTが一体となって開催
する環境デーにおけるクリーン作戦等、地域特性やニーズに
応じて、各社が積極的に福祉、文化・教育、スポーツ、環境保
全等の幅広いジャンルで社会貢献活動等を展開しています。

 社会貢献活動（地域的プログラム：地域貢献活動）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/region/region-b/05_regional.html

つなぐ  営業車を利用した安全運動
　各都道県域で広く車両を運行する業務の特性を活かし、“街
を走る営業車で子どもたちを守ろう”を合言葉に営業車にス
テッカーを貼って、「子ども
110番の車」という防犯活
動 に 取 り 組 んでいます。
2006年度から活動を始め、
2008年度には東日本17都
道県域の全支店グループに
拡大し、子どもを狙った犯罪
の防止に協力しています。

つなぐ  環境クリーン作戦
　環境美化を通じて地域社会および環境保護に役立つよう、社
員がボランティアで清掃活動を行っています。たとえば大宮アル
ディージャでは、2004年度か
ら月3回程度、社員、地域の
方々、選手が一緒になった「大
宮クリーン大作戦」を実施して
おり、2010年6月までに通算
で150回を超える活動となっ
ています。

 社会貢献活動（地域的プログラム：自然環境保護活動）：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/region/region-b/04_ecology.html

つなぐ 臨床実習生の受け入れ
　千葉支店グループでは、2009年4月から12月において、
千葉県立千葉盲学校の臨床実習生7名を受け入れ、理療施術
者としての技術の向上と資格取得に貢献しました。千葉県立
千葉盲学校では、学習指導要領に基づき、療施術者として資格
を取得するために臨床実習が位置付けられていることから、
近隣（四街道市）企業等に協力を求めていましたが、学校所在
地近隣に受け入れ可能な企業等も数少なく、また受け入れ期
間も長期のため、受け入れ先の選定に苦慮していました。こう
した状況から、千葉市内の企業等へも受け入れの打診がされ、
千葉支店グループにおいては、良き企業市民としての地域社
会への貢献活動の一環として、実習生を受け入れることとしま
した。毎週金曜日に、実習生が社員に対して、一人約30分程

地域的プログラムの推進

科学技術館における実験演示の模様 特設ブースでライブホンを体感する模様

  

厚生労働大臣からの感謝状

ステッカーを貼った営業車

野球教室の模様 バドミントン教室の模様

「大宮クリーン大作戦」の様子
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度の「あん摩・マッサージ・
指圧」の施術を実施し、技術
力の向上を図りながら社員
とのコミュニケーションを深
めました。実習生の丁寧な
問診や施術により、社員も
安心して施術を受けること
ができ、また、盲学校の実習生との触れ合いを通じて、社会貢
献活動への意識の向上にもつながりました。

つなぐ   企業消防団活動の
実施

　千葉支店グループでは、
総務省消防庁が財団法人日
本消防協会等と連携して展
開する「消防団員入団促進
キャン ペーン」において、
NTTが協力要請を受けたことから、良き企業市民としての地
域社会への貢献活動の一環として、千葉市消防局と連携を図
ることを決定し、2009年4月、「NTT企業消防団」を発足さ
せ、消防団活動に参加することとしました。企業消防団として

は、県内初であり、各種訓練・出初式等への参加、火災予防運
動等、企業として、地域の安心・安全のため火災予防等の防
災の観点からも地域社会へ貢献しています。2010年4月に
は、団員数も当初の4名から8名に拡大し、さらなる活動の充
実を図り、地域に信頼される千葉支店グループをめざしてい
きます。

つなぐ   骨髄バンク活動の理解向上および 
患者等への支援活動

　NTT東日本－新潟 設備部の関係社員一同で、1996年より、
骨髄バンク活動の理解向上および患者等への支援活動を行っ
ています。各市長等を表敬訪問する活動「何もしないより・元
気ウォーク」や、血液疾患の患者会の会合・患者による絵画展
の実施、チャリティによる骨髄バンク活動資金の寄付活動等を
行ってきました。また、新潟県血液疾患の患者会「マルク’S」の
発足による患者同士の情報交換の場を提供することで、血液
疾患患者および家族への支援を行っています。さらに、「命の
大切さ、生き方」の講演や、「いのちのアサガオ」として白血病
で亡くなった小学生の育て
ていたアサガオの種を地域
の各小学校へ配布する等、
地域の子どもたちへ命の大
切さを教える活動にも積極
的に取り組んでいます。

参加人数（人） マッチング 
寄附金額（円） マッチング金額寄附先

2007年度 25,545 10,235,588 財団法人日本ユニセフ協会、
財団法人日本盲導犬協会、 
特別養護老人ホーム等 
各社会福祉法人

2008年度 33,923 11,883,015

2009年度 30,975 11,065,650

 社会貢献活動への支援：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/employee/

活動する社員への支援の実施

マッチングギフトプログラムの展開
　地域社会における福祉の増進に資するため、社員が自発的
な募金活動で得た金額に対し、会社も同額を支出して寄附を行
うマッチングギフトプログラムを設け、福祉施設等に継続して
寄附を行っています。2009年度も、本社をはじめNTT東日
本グループ会社で積極的な実施を行い、約1,106万円を社会
福祉団体等に寄附を実施し、介護用ベッドや福祉車両等の購入
にお役立ていただきました。今後も継続的なプログラムの利
用促進に向け、寄附実施団体での活用状況等について社内PR
活動を実施する等、活動する社員への支援の充実に努めてい
きます。

消防車と消防団員

施術模様

「何もしないより・元気ウォーク」にて新潟県
三条市市長にメッセージを読みあげる社員

■■■

熱意と熱心さに感心させられました熱意と熱心さに感心させられました熱意と熱心さに感心させられました熱意と熱心さに感心させられました熱意と熱心さに感心させられました熱意と熱心さに感心させられました

■■■

団員の絆がつなぐ防災活動団員の絆がつなぐ防災活動団員の絆がつなぐ防災活動団員の絆がつなぐ防災活動団員の絆がつなぐ防災活動団員の絆がつなぐ防災活動

67　　NTT東日本グループ  CSR報告書 2010

チームNTTのコミュニケーション



NTT mimi-プロジェクト*を通じた 
施策の推進

聴覚障がい者に対する理解促進に向けた 
活動の推進
　聴覚障がい者に対する理解促進に向けた取り組みとして、社
員を対象に聴覚障がいへの理解を深めるセミナーやウエブを
活用した手話応対講座を定期的に開催しています。1999年
より開始した手話講習会は、2009年度には、2008年度を超
える年間6回（参加者183名）を開催し、これまで延べ1,800
名を超えるグループの社員が受講しました。また、ウエブにお
いても動画による手話講座を開講しており、2010年3月には
単語および会話編を新たに12項目追加・更新しました。引き
続き、手話講習会やウエブ手話講座等を活用し、聴覚障がい者
に対する理解促進活動の充実に取り組んでいきます。

各種サービスのバリアフリー化に向けた活動の推進
　NTTグループにおける各種サービスのバリアフリー化に向
けた取り組みとして、聴覚障がい者や高齢者の方々のコミュ
ニケーションを支援し、より積極的な社会参加を促進するため
に、NTT東日本グループが提供するサービスや製品を聴覚障
がい者の立場から検証し、より使いやすいものに改善する提
案の実施・バリアフリー化に向けた新商品の検討を実施してい
ます。2009年度も各種サービスのバリアフリー化に向けて、
サービス主管と意見交換を行うとともに、首都圏で開催される
聴覚障がい者が集まる大規模なイベントの一つである「耳の日
記念文化祭福祉機器展示」に参加し、「電話お願い手帳」の配付
の他、「フレッツフォン」や「シルバーホン」の疑似体験ブースを
設置して、体験者より意見・要望等を収集しました。今後もさ
らに掘り下げた提言活動の実施に向け、さらなる調査・検討を
進めていきます。

用語
解説

 NTT mimi-プロジェクト：NTTプロジェクトに勤務する聴覚に障がいのある社員
および聴覚障がいに対する見識を持つ社員から構成され、「聴覚障がいに対する
理解促進」「バリアフリー推進」を柱に、お客さまへのサービス向上を目的に、
NTTグループの提供するサービスや商品について聴覚障がい者の立場から検
討するワーキンググループ。

 NTT mimi-プロジェクト：
http://www.ntt-east.co.jp/philan/mimi/

NTT東日本グループ  CSR報告書 2010　　68



ステークホルダー の皆さまとともに

■ NTT 東日本グループのステークホルダー
　NTT東日本グループでは、ステークホルダーの皆さまのご
意見や社会のニーズに配慮しながら事業活動に取り組むこと
が、社会との信頼関係を深めるために非常に重要であると考
え、ステークホルダーの皆さまとのコミュニケーションの機会
を増やしていくことに努めています。

　ステークホルダー の皆さまからのご要望・ご期待に誠意を
持って的確にお応えすることに総力を傾け、グループが一丸
となって「人々の思いを伝え合える社会」「安心・安全・豊かな
社会」の実現ならびに「環境との共生」をめざしていきます。

環境との共生
NTT東日本グループがめざす社会

人々の思いを伝え合える社会 安心・安全・豊かな社会

お客さま
　常にお客さま第一という考え
の下、安心・安全で信頼できる
技術・サービスを提供します。

地域社会
　社会貢献活動、環境保全活
動、地域社会の課題解決に積極
的に取り組み、信頼される企業
であり続けます。

お取引先
　販売パートナー、業務
委託先、購買先等、すべ
てのお取引先と公正かつ
自由な取引により共存共
栄をめざし、誠実に接し
ます。そして、お取引先
とともにNTT東 日 本 グ
ループのブランド価値を
高めます。

行政・行政機関
　公益的使命を有する企
業として、政府・行政機
関との健全かつ適切な関
係を確立します。

行政・
行政機関

地域社会

社員

お客さま

株主

お取引先 NTT東日本
グループ

株主
　企業価値の向上に努めるとと
もに、積極的な情報開示による
経営の透明性の向上に取り組
みます。

社員
　社員一人ひとりの能力を最大
限に発揮できるよう、安心で快
適な職場環境を提供し、各種制
度の充実および人材育成に取り
組みます。
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ステークホルダー の皆さまとともに

■ ステークホルダーとのコミュニケーション
　NTT東日本グループでは、ステークホルダーの皆さまから
のご意見やご要望を企業活動に積極的に取り入れ、社会の持
続的発展と企業価値の向上につなげていくために、さまざま
な取り組みを行っています。
　たとえば、社長を委員長とする「スマイル委員会」を定期的
に開催し、「お客さま相談センター」等に寄せられたご意見や
ご要望を、業務改善や新サービスの開発に活かしていく「スマ
イル活動」を行っています。

　2009年度には、お客さまからいただいた約10万7,000件
のご意見やご要望を参考に改善を実施する等、サービス向上
等に取り組みました。
　また、サプライヤ*各社の環境に対する体制と製品の評価を
実施し、環境への取り組みや製品等の環境配慮が改善される
よう、評価結果に考察を加えてフィードバックしています。

アカウンタビリティの要請／活動実態の評価

CSR報告書

対話（ステークホルダー・ダイアログ）

第三者意見

ステークホルダーの皆さま
問題の提起 改善の要求

Action

開示NTT東日本
グループ

課題の把握

計画の実行／
パフォーマンスの測定

課題の選定／
目標（指標）化

測定結果の評価／
課題の洗い出し 改善

CSR報告書における情報開示の範囲

Plan Do Check

■ ステークホルダー の声を活かしたNTT 東日本グループのPDCAサイクル

お客さま

地域社会

社員

お取引先

お客さまのご意見やご要望を業務改善・新サービスの開発に活かす「スマイル活動」をはじめ、「お客さまの声」を積
極的に業務運営に反映させています。
◎ お客さま相談センター／お客さま満足度調査／各種製品・サービスに関するアンケート調査等

事業活動を通じて、また、支店グループ（支店・都道県域会社）をはじめとする全グループ会社社員が一企業市民とし
て、地域に密着した社会貢献活動等を行っています。
◎ 各種行事への参加／地域懇談会／消費者団体との勉強会等

社員一人ひとりが明るく活気に溢れ、チャレンジ意欲を持って業務に取り組める風通しの良い職場環境・企業風土の
構築に向けて、コミュニケーション環境の充実に努めています。
◎ 各種面談の実施／社員意識調査／ジョブチャレンジ（NTTグループ内人材交流）／経営幹部による支店等キャラバンの実施等

お取引先とともに社会的責任を果たしていくため、「グリーン調達ガイドライン」に基づくサプライヤ各社の環境に対
する体制と製品の評価を実施するとともに、おもにサプライヤ各社の自主性を活かした品質管理方式に基づく経済
的かつ高品質な製品の調達に努め、意見交換等も行っています。
◎ グリーン調達ガイドライン／品質管理方式NQAS（New Quailty Assurance System between first and second parties）等

サプライヤ：事業活動に必要な製品や原材料等を供給する関係にある事業者のこと。用語
解説

コミュニケーションの例
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CSRマネジメント

■ CSR 推進体制
　NTT東日本は、「企業としての社会的責任を果たし、社会の
持続的な発展に貢献していく」とのCSR経営の基本姿勢の下、

「身近な総合ICT企業」としてお客さまから選ばれ信頼され続
ける企業経営をめざしています。そのため、CSR推進に向け
たマネジメント体制を明確にし、NTT東日本グループ全体の
CSR活動の方針やテーマ設定、浸透施策を検討・決定するた
めに、副社長を委員長とする「CSR委員会」を設置し、具体的な
取り組みを展開しています。2009年度は、4回の委員会を開
催しました。
　CSR委員会の傘下には、「地球環境保護推進小委員会」「ダイ
バーシティ推進小委員会」を設置し、CSR推進体制の一層の充
実に向けた取り組みを展開しています。これらの委員会・小委
員会は、それぞれCSR推進室、グリーン推進室およびダイバー
シティ推進室が事務局として運営し、CSR推進に向けた当該分
野のさまざまな取り組みについて議論し、展開しています。
　CSR推進室は、CSR活動のけん引役として、基本方針や行
動計画の策定、社員への浸透、CSR報告書の発行をはじめと
したステークホルダーの皆さまへの情報開示等の役割を担っ
ており、2009年度にはNTT東日本CSR目標によるPDCAマ
ネジメントを機軸としたCSR諸施策の企画・展開等を行いま
した。
　またグリーン推進室では、環境経営の方針策定や、地球温
暖化対策に関する施策の展開等を行っており、ダイバーシティ

推進室では、「多様な人材の活用」および「多様な働き方の推
進」に向けた取り組みを展開しています。
　こうした社内推進体制により、NTT東日本グループにとって
の理想的なCSR経営のあり方を、多面的かつ継続的に追求し
ていきます。

■ CSR 推進に向けた取り組み
　CSR委員会では、2009年度を「CSR充実期」の中間年と位
置づけ、NTT東日本グループ全体および社員一人ひとりの
CSR意識浸透と自律的なCSR活動を推進するため、さまざま
な取り組みを行ってきました。
　2009年3月には、「NTTグループCSR憲章」「NTT東日本
グループCSR行動基準」の実践に資する観点から「NTT東日
本グループCSR目標」を制定し、2009年4月以降、同目標を
基軸とした、PDCAサイクルに基づくCSRマネジメントを展開
しており、具体的には、四半期ごとに実施状況を確認するとと
もに、振り返りと対処策の検討・展開を行っています。
　さらに、経営幹部やCSR推進担当者、全就労者を対象とし
た階層別研修やeラーニング研修等を実施する等、CSRに関
する理解促進・意識啓発に向けた取り組みを継続的に行って
います。
　2010年度においても、引き続きCSR活動のさらなる浸透
と充実に向けて取り組んでいきます。

NTT東日本

※ワーキンググループによる
　組織横断的な施策検討・展開

※事務局：CSR推進室

※事務局：グリーン推進室

※事務局：ダイバーシティ推進室

N
T
T
東
日
本
グ
ル
ー
プ
各
社

CSR推進
連絡会等

地球環境保護推進小委員会 環境経営施策推進
ワーキンググループ

ダイバーシティ推進
ワーキンググループダイバーシティ推進小委員会

CSR委員会 CSR目標設定
ワーキンググループ
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CSRマネジメント

CSR報告書へ記載

実
績
把
握

実
績
把
握

実
績
把
握

目
標
設
定

実
績
把
握

実
績
把
握

目
標
設
定

CSR報告書へ記載

業務遂行・施策展開 業務遂行・施策展開

n－1年度 n年度 n＋1年度～

P
プラン

P
プラン

C
チェック

C
チェック

C
チェック

C
チェック

C
チェック

D
ドゥ
A
アクション

D
ドゥ
A
アクション

1/4 2/4 3/4 4/4 1/4

（以下同様）
. . . . . . . . . 

■ NTT 東日本グループCSR 目標について
　NTT東日本グループでは、PDCAサイクルの実践がCSR活
動の一層の充実につながるとの認識から、CSRマネジメント
の充実に向けて、2009年3月に「NTT東日本グループCSR
目標」を制定しました。
　「NTT東日本グループCSR目標」の制定にあたっては、事
業活動を通じて社会の持続的な発展に貢献していくこと、す
なわち「事業活動はCSR活動そのものである」との基本的考
え方に基づき、組織横断的な「CSR目標設定ワーキンググ
ループ」を立ち上げ、ワーキンググループのメンバー が主体
となり、メンバー自らが日頃から直面している事業課題に密接
に関連したテーマに基づき議論を進める等して、具体的な検
討に着手しました。
　検討に際しては、「NTTグループCSR憲章」ならびに「NTT
東日本グループCSR行動基準」の実践に資する観点から目標
を制定することとし、事業活動における取り組みやステークホ
ルダーの皆さまにとって重要な課題を抽出しあらためて整理
したうえで、NTT東日本グループが推進すべき重点項目を選
定しています。具体的には、次のステップに沿って目標を策定
しました。
　①  NTT（持株会社）と連携し、NTTグループが重視する経営方

針やステークホルダーや社会が重視する取り組みを抽出し、
「NTTグループCSR憲章」で掲げているテーマに沿って、

CSR活動における重点項目49項目（CSR項目）を選定。

　②  上記49項目から、重要性および現状把握に基づくPDCA
管理レベルの観点から自己評価し、重点的な取り組みが
必要と判断したCSR項目を抽出。

　③  抽出したCSR項目に対応する具体的な取り組みや施策を
設定し、整理。

　また、PDCAサイクルの実践にあたっては、上記③で設定し
た具体的取り組みについて、NTT東日本とNTT東日本グルー
プ各社が緊密に連携しながら、四半期ごとに実施状況を確認
することとし、CSR委員会が進捗管理を担っています。この進
捗管理の結果を踏まえ、CSR目標設定ワーキンググループ
により、すでに2010年度のCSR目標を設定し、展開してい
ます。

NTT東日本グループCSR目標によるPDCAサイクル
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コーポレートガバナンス

■ 取締役会・監査役会の構成
　経営の健全性と透明性を高めるため、コーポレートガバナン
ス*を経営の重要課題に掲げ、強固なガバナンス体制を構築し
ています。
　NTT東日本は15名の取締役による取締役会を構成し、原則、
月1回取締役会を開催し、会社経営の重要な業務執行の決定、
取締役の職務執行の相互牽制等を行っています。
　さらに、監査役制度を採用し、社外監査役である3名の常勤
監査役が独立した機関である監査役会を構成し、取締役の職
務の執行等を監査しています。
　また、各種会議、委員会を設置しており、会社経営・グルー
プ経営に関する重要な課題について、適切な意思決定を行う
ための議論を実施しています。

■ 監査役監査
　各監査役は、会計監査人および業務監査室との連係を図り、
業務監査、内部統制システム監査、会計監査により、取締役の
職務の執行等を監査しており、そのための専任組織・スタッフ
を有しています。
　なお、内部統制システム監査においては、「取締役および使
用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制」「損失の危険の管理に関する規程その他の体制」

「グループ会社における業務の適正を確保するための体制」等
について、監視し検証しています。

■ 業務監査室監査
　本社内に内部監査部門（業務監査室）を設置し、毎年、リスク
評価に基づき監査項目を選定し、ビジネスリスク軽減のための
会計・契約監査およびコンプライアンスの徹底に向けた監査と
して会社法、景品表示法等に関する監査を行うとともに個人情
報保護法および環境保全活動の推進状況等についても継続し
てグループ全体を監査しています。
　これらの監査結果を、SOX法*テスト結果を含め事業運営に
適切にフィードバックし、NTT東日本グループ全体の内部統制
機能の向上に活かしています。

■ 内部統制システム
　NTT東日本では、2006年5月の会社法の施行に伴い、
NTT東日本グループ全体の内部統制システム*の整備に関す
る基本方針を定めて取締役会で決議するとともに、グループ
会社に対して、同様に基本方針について各社の取締役会での
決議を求め、さらに、内部統制システムの基本方針や構築のた
めに必要な各種規程を整備する等の支援を行いグループ全体
で内部統制システムの充実・強化を進めています。

N
T
T
東
日
本
グ
ル
ー
プ
各
社

広
告
表
示
適
正
化
管
理
委
員
会
推
進
委
員
会

情
報
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
推
進
委
員
会（
2
0
1
0
年
4
月
設
置
）

ビ
ジ
ネ
ス
リ
ス
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
推
進
委
員
会

ス
マ
イ
ル
委
員
会

企
業
倫
理
委
員
会

人
権
啓
発
推
進
委
員
会

C
S
R
委
員
会

ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
推
進
小
委
員
会

地
球
環
境
保
護
推
進
小
委
員
会

株
主
総
会

会計監査人

業務執行部門

（
経
営
会
議
）

社
長

取
締
役
15
名

取
締
役
会

監
査
役
3
名

監
査
役
会

業
務
監
査
室

会計監査

連係

内部監査

選解任・監督

指示・報告
監査

連係 連係

取締役の選解任

監査役の選解任

選解任

NTT東日本

用語
解説

  コーポレートガバナンス：企業活動における違法行為を監視し、公正で健全な事業運営が行われるようにするしくみ。「企業統治」ともいう。
  SOX法：企業経営者の投資家に対する責任と業務、罰則を定めた米国連邦法。企業会計等の透明性・正確性を高めることを目的とする。
  内部統制システム：企業の内部において、違法行為や業務上過失が発生しないよう、財務報告の信頼性や法令遵守等について、規則や組織、業務プロセスを整備するという考え

方、およびそのしくみ。
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対策本部の体制等

事業継続計画の具体的運用については、本社対策本部における各班が主体となって、各々の役割に対応する業務の継続計画に則し、県等域・グループ各社

対策本部等と連携を図りつつ、具体的かつ適切な措置を講ずることとする。

なお、機動的体制とする観点から、原則として本部員は災害対策本部要員と同様とし、必要に応じて追加を行う。

新

型

イ

ン

フ

ル

エ

ン

ザ

対

策

本

部

（
本

社

）

本部長

社 長 副社長 各施策等の執行決定と実施指示

副本部長 役 割

班名（班長） 構成組織 役 割

情報統括班
本社 各室部
ＮＷ事業推進本部
ＣＳ事業推進本部
Ｂ＆Ｏ事業推進本部
資材調達センタ

新型インフルエンザの関係情報収集
意思決定のための情報提供
社内、グループ各社への情報提供及び
情報収集
関係省庁との対応

（総務人事部長）

法人ﾕｰｻﾞ班
Ｂ＆Ｏ
事業推進本部

法人ﾕｰｻﾞ等に関する業務継続

ﾏｽﾕｰｻﾞ班
ｺﾝｼｭｰﾏ
事業推進本部

（Ｂ＆Ｏ本部

企画部長）

（ＣＳ本部

企画部長）

ﾈｯﾄﾜｰｸ班 ＮＷ事業推進本部
相互接続推進部

ﾈｯﾄﾜｰｸ設備等に関する業務継続
（ｻｰﾋﾞｽ運営部長）

ﾏｽﾕｰｻﾞ等に関する業務継続

資材班
資材調達ｾﾝﾀ 業務継続のための資材調達・確保（資材調達ｾﾝﾀ長）

広報班
経営企画部

広報室
業務運営状況の公表・報道対応

（広報室長）

総務厚生班
総務人事部
財務部
不動産企画室

社員等の感染状況等の把握
感染期毎の予防対策
産業医等との連携
事業維持に向けた社員対策

（厚生部門長）

各

県

等

域

・

グ

ル

ー

プ

会

社

対

策

本

部

○県等域・グループ会社
等の事業・業務ラインコ
ントロール等

業務継続の具
体的対策等の
指示

対策実施状況
の報告

等

○基本的な事業継続計
画の運用

○事業継続の状況等の
把握、今後の対策検討・
指示 等

施策実施の報告・
指示等

事 業 継 続 計 画 の 具 体 的 運 用

基本的対策等
の指示

全体状況の報
告 等

基本的な業務継続方法のイメージ 主な業務

��ターン１�

自組織内・県等域内の縮小業務（不急な業務）
及び同一業務等から、継続する業務への人員
シフト・稼動支援等により対処する。

また、自宅等からの支援が可能な連絡体制を
構築する。（在宅勤務含む）

・全業務

��ターン��

他県等域・本社等の同一業務等から、人員を
シフトして業務継続するための支援等を行う。

・故障修理／ＳＯ業務

等

��ターン3�

人員をシフトせず、代替センタ、本社・他県等
域の既存組織にて業務を実施する。

・光ＳＣ等サービスフロント（113等）

・インバウンド営業

（１１６、料金、加入権、１０４、１１
５業務等） 等

��ターン��

現行センタ等の輪番体制を変更し、交替要員
を確保する

例：６輪番⇒３輪番に変更

・ＮＷ－ＯＰＣ等ＮＷ監視・制御業
務、ビジネスユーザ向けサービ
スフロント業務

・データセンタ業務

縮小業務等

継続業務

人員
ｼﾌﾄ

自組織内

自拠点

自県域内

稼働
支援

他拠点 他拠点

自県等域 本社・
他県等域

現行ｾﾝﾀ 代替ｾﾝﾀ

�業継続に向けた基本的な業務継続方法等

自県等域 本社・
他県等域

業務ｼﾌﾄ

輪番体制変更
（複数班による交替体制）

現行ｾﾝﾀ

自拠点等

自宅等から
の支援

（在宅勤務
含む）

リスクマネジメント

■ これまでのリスクマネジメントの取り組み
　NTT東日本グループでは、大規模災害や大規模設備故障、
また、ネットワークへの不正アクセスやサイバーテロ等、事業
運営上のビジネスリスクに迅速かつ的確に対応し、事業活動お
よび社会に及ぼす影響を最小限に抑えるため、2006年度に
NTT東日本本社およびNTT東日本グループ全社に、「ビジネ
スリスクマネジメント推進委員会」を設置し、グループ会社間の
連携強化や情報共有の迅速化を図る等、さまざまなビジネス
リスクへの対応に万全を期すための危機管理体制の整備に努
めてきました。
　2008年度には、リスクが発生してから対処する「リスク顕在
後の対処」から、起こり得るリスクをあらかじめ分析・把握・認
識し、適切な予防策を講じて、リスクの顕在化そのものの防止
を図る「潜在リスクへの対処」を重視したビジネスリスクマネジ
メントへ転換していくとともに、リスクへの迅速な対応方法等
を明示したビジネスリスクマネジメントマニュアルを策定しま
した。
　2009年度は、過去に発生したリスクおよび想定されるリス
クを洗い出し、全社的に共通するリスクを「共通リスク（自然災
害・情報漏えい等）」、事業活動に直結するリスクを「事業リスク

（営業・設備・法人等）」に分類したうえで、「共通リスク」につい
て可視化（リスクマップ作成）を図り、事前予防・緊急時対応項
目等を確定させた事業継続計画書を策定し、社内ホームペー
ジ等への掲載によるグループ内での共有・周知を行いました。
　また、新型インフルエンザ（H1N1）については、国（政府）の
方針や地域の感染状況等に応じて、主体的に対策を講じ、集団
感染の拡大防止等に取り組むとともに、将来、強毒性のインフ
ルエンザ（H5N1）の発生も懸念されることを踏まえ、パンデ
ミック発生に備えた事業継続計画書を策定しました。

■ 今後の取り組み
　2010年度は、事業環境の変化等により、多様化するリスクに
対して適切に対処をしていくため、「共通リスク」に引き続き、「事
業リスク」に対する事業継続計画書等の策定に向けた取り組み
を展開していきます。さらに、事業継続計画書等の内容を、ビ
ジネスリスクマネジメントマニュアルに反映させることによって、
より実践的なマニュアルとなるよう努める等、取り巻く環境を踏
まえつつ継続して内容の充実を図っていきます。
　これらの取り組みにより、さまざまなリスクの予防や直面す
るリスクへの迅速かつ的確な対応を強化していきます。

ビジネスリスク

共通リスク

事業リスク

経済的損失 業務災害

外部攻撃 法令違反

自然災害 情報セキュリティ

非違行為

• 公衆電話の盗難
• コールセンタの
    システム故障　等

• 指名停止
• データセンタの
 システム故障　等

• 交換機故障
• ケーブル切断　等

人権

営業系リスク 設備系リスク 法人系リスク

「共通リスク」と「事業リスク」のイメージ

新型インフルエンザ事業継続計画書

発生頻度

事
業
へ
の
影
響
度

ABC

CD

B

許容できるリスク許容できるリスク

許容できないリスク許容できないリスク

C

BC

C

BC

大

低 高

小

リスクマップのイメージ

新型インフルエンザ対策における
事業継続計画について

平成２２年３月
ＮＴＴ東日本

新型インフルエンザ対策本部

東総人総第１０-３７号（H22.5.14)
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コンプライアンスの徹底

■ 企業倫理に関する具体的行動指針
　NTT東日本グループでは、NTTグループすべての役員お
よび社員についての企業倫理※に関する具体的行動指針であ
る「NTTグループ企業倫理憲章」(2002年11月制定)に基づ
き、グループ全体で企業倫理の確立に向けた取り組みを推進
しています。

※  企業倫理:企業市民として持つべき倫理。企業が法令を遵守すること、倫理や道
徳等、社会的規範を遵守することを指す。コンプライアンス(法令遵守)の訳語と
して用いられる場合もある。

■ 企業倫理委員会
　企業倫理委員会は、全社的な企業倫理の強化に向けた取り組
み等に関して審議することを目的に、副社長を委員長として設置
されています。企業倫理に関する責任体制を明確に示しながら、
委員会ではさまざまな議論を重ね、具体的施策を積極的に展開
しています。2009年度には、4回の委員会を開催しました。
　2009年度には、各組織と連係を図り、CSR啓発活動と融合
した研修等の実施を通じて、NTT東日本グループ全体におけ
る企業倫理推進の強化・促進に取り組みました。

■ 企業倫理の徹底
　「NTTグループ企業倫理憲章」は、4つの視点で構成されて
います。この視点の理解・浸透を促進し、憲章を実効あるもの
とするために、2009年度は、全社員に対してe ラーニング研
修を実施するとともに、経営幹部、新入社員およびNTT東日
本グループのCSR・企業倫理推進担当者等に対して、CSR・企
業倫理研修等さまざまな研修を階層別に実施し、現在も継続
的な啓発活動に取り組んでいます。
　また、不正・不祥事を未然に防ぐための相談窓口として、「企業
倫理ヘルプライン」をNTT東日本およびグループ各社内に設置
し、運用しています。あわせて、NTTグループの横断的な窓口と
して弁護士による社外相談窓口を活用し、グループのみならず
お取引先企業等からの相談もオープンに受け付けています。

　その他、啓発用ポスターの掲示や「企業倫理推進スクリーン
セーバー」「企業倫理推進ハンドブック」等の企業倫理推進ツー
ル配布および社内ホームページのリニューアル等の取り組み
を実施し、一人ひとりの企業倫理意識の向上を図りました。

　また、2010年3月に、NTT東日本グループ社員等を対象に
した「企 業 倫 理 アンケート」を 実 施しました(有 効 回 答 数：
68,107人)。「NTT企業倫理憲章を知っている。」という項目
をはじめ、すべての項目で高い水準となりました。
　引き続き、企業倫理意識のさらなる向上のため、グループ
全体で取り組みを推進していきます。

企業倫理委員会

NTT 企業倫理委員会

NTT東日本

企業倫理ヘルプライン
【社外相談窓口】
弁護士事務所

[社外窓口担当弁護士]

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

企業倫理委員会

NTT東日本
グループ各社

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

企業倫理委員会

NTT東日本
都道県域各社

企業倫理
ヘルプライン

【社内相談窓口】

NTT東日本グループの企業倫理推進体制

4つの視点

不正・不祥事

NTT東日本
グループ

キャッチフレーズ誇りを持って行動

しない
NTTグループすべての役員および社員が
不正・不祥事を起こさないよう、公私を問
わず常に高い倫理観を持って行動すること

基本姿勢

させない日常の行動を通じて、不正・不祥事の予
防に努めること予防

隠さない

不正・不祥事を早期に発見し、かつ隠匿
することなく顕在化させること

  早期発見・
顕在化

不幸にして不正・不祥事が発生したとき
は、グループ一体となって公明・正大か
つ迅速に対処すること

発生時は
公明・正大・
迅速に

2009年度「企業倫理の取り組み」アンケート

「NTTグループ企業倫理憲章を知っている」

いいえ　2％

はい　98％

「企業倫理ヘルプライン」の
連絡先が記載された

「企業倫理啓発用ポスター」

企業倫理ホームページ
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人権の尊重

コンプライアンスの徹底

　NTT東日本グループでは、人権を尊重し、豊かで明るい社
会の実現に向け、同和問題をはじめ、あらゆる差別を許さない
企業体質をめざしています。
　社員一人ひとりが、人権意識に根ざした事業活動を行ってい
くためには、自ら人権について考えることが大切であると考
え、グループ各社それぞれにおいて人権啓発研修を継続的に
実施しています。
　また、ハラスメントを許さない職場づくりのために、新任管
理者研修等を通じ、マニュアル「さわやかな職場づくりのため

■ NTTグループ企業倫理憲章
1.	�　経営トップは、企業倫理の確立が自らに課せられた最大

のミッションのひとつであることを認識し、率先垂範して本
憲章の精神を社内に浸透させるとともに、万一、これに反
する事態が発生したときには、自らが問題の解決にあたる。

2.	�　部下を持つ立場の者は、自らの行動を律することはもと
より、部下が企業倫理に沿った行動をするよう常に指導・支
援する。

「経営層の企業倫理に関する発言を聞いている」

「企業倫理に違反する事象等に遭遇した場合に上長等へ相談する」

いいえ　4％

いいえ　4％

はい　96％

はい　96％

3.	�　NTTグループのすべての役員および社員は、国内外を
問わず、法令、社会的規範および社内規則を遵守すること
はもとより、公私を問わず高い倫理観を持って行動する。

	� 　とりわけ、情報流通企業グループの一員として、お客さ
ま情報をはじめとした企業内機密情報の漏洩は重大な不正
行為であることを認識し行動するとともに、社会的責務の
大きい企業グループの一員として、お客さま、取引先等と
の応接にあたっては過剰な供授を厳に慎む。

4.	�　NTTグループ各社は、役員および社員の倫理観の醸成
に資するべく、機会をとらえ企業倫理に関する社員教育を
積極的に実施する。

5.	�　NTTグループのすべての役員および社員は、業務の専
門化・高度化の進展に伴い、発生が懸念される不正・不祥
事の予防に努めるとともに、NTTグループ各社は、契約担
当者の長期配置の是正や、お客さま情報等の保護に向けた
監視ツールの充実等、予防体制の整備を徹底する。

6.	�　不正・不祥事を知ったNTTグループのすべての役員お
よび社員は、上司等にその事実を速やかに報告する。

	� 　また、これによることができない場合は、「企業倫理ヘル
プライン(相談窓口)」に通報することができる。なお、不
正・不祥事を通報した役員および社員は、申告したことによ
る不利益が生じないよう保護される。

7.	�　不正・不祥事が発生したときは、NTTグループ各社は、
迅速かつ正確な原因究明に基づく適切な対処によって問題
の解決に取り組むとともに、社会への説明責任を果たすベ
く、適時・適確な開かれた対応を行う。

に」を管理者に配布しています。職場におけるハラスメントを
正しく理解し、明るく楽しい職場づくりに取り組んでいます。
　さらには、グループの社員および家族へ、「人権啓発ポス
ター」と「人権啓発標語」の募集を行っています。2009年度
は、ポスター が545点、標語は66,375点の応募がありまし
た。その中から優秀作品を12月の人権週間に表彰するととも
に、入選したポスターと標語を掲載した「人権啓発カレンダー
(2010年度版)」を作成し、各職場へ掲出することにより、日頃
からの人権意識の浸透、高揚に努めています。

各組織・
各社代表
作品の選出

ＮＴＴ東日本グループ
優秀作品の選定

 カレンダー
作成

本社各組織・
グループ会社

 募 集

 表 彰
提 示

ＮＴＴ東日本
人権啓発室

募集から表彰の流れ 人権啓発カレンダーによる
人権意識の浸透、高揚

７月～８月 12月
人権啓発ポスター・標語の募集フロー
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 「NTT東日本グループ　ＣＳＲ報告書 2009」（2009年9月発行）に
ついて、ウエブサイトや紙面によるアンケートを通じて、さまざまな
方々からご意見をいただきましたのでご報告いたします。皆さまから

全体評価 デザイン・レイアウト 文字の大きさ CSR活動の反映についての感想

あまり評価 
できない 0%
評価 
できない 
0%
無回答 
0%

やや読み 
にくい  
17%

無回答  
0%

無回答  
0%

読みにくい  
0%

読みにくい  
0%

やや読み 
にくい  
25%

あまり反映 
されていない  
17%

無回答  
8%

とても 
評価できる

8％

とても 
読みやすい 

17%

とても 
読みやすい 

8%

よく反映 
されている 

0%

評価できる 92％ 読みやすい 66% 読みやすい 67% 反映されている  
67%

情報セキュリティ推進に向けた取り組み

北海道エリアならびに神奈川エリアにおける「ひかり電話」等の故障につきまして

　NTT東日本グループでは、個人情報保護の推進や公正競争の
ための情報の適正な利用等、情報セキュリティに関する各種ルー
ルの整備ならびにその継続的な改善およびそれらの社員への啓
発活動等の充実に努めてきたところです。
　公正競争のさらなる確保については、2010年3月2日に他事
業者さま情報の取り扱いのさらなる改善のための計画（以下、実
施計画という）を取り纏めました。実施計画においては顧客情報管
理システムの見直し、他事業者さま情報の取り扱いのさらなる厳
格化、研修の充実等の施策が盛り込まれており、計画に基づき各
施策を着実に実施しているところです。
　また、お客さま情報等の保護についても個人情報保護強化キャ
ンペーンの実施やWinny等による情報流出の防止を目的とした
各種施策に引き続き取り組み、さらに新たな情報セキュリティ施策
について推進すること等により、より厳格なお客さま情報保護を

　2009年9月22日、北海道支店エリアの「ひかり電話」および「ひ
かり電話オフィスタイプ」をご利用の一部のお客さまにおいて、当
該サービスのご利用ができない状況となりました。また、2010
年8月11日、神奈川支店エリアの「一般加入電話」、「フレッツアク
セスサービス」および「ひかり電話」等をご利用の一部のお客さま
において、当該サービスのご利用ができない状況となりました。

実施するよう全社的に施策を展開してまいりました。
　さらに、今般、社会的に情報セキュリティへの関心が高まる中、
2010年4月に「情報セキュリティ推進部」を新たに設置する等、お
客さま情報・他事業者さま情報をはじめとした各種情報の保護・
管理およびその適正利用等のさらなる徹底・強化に向けた取り組
みを実施しております。「情報セキュリティ推進部」においてはNTT
東日本グループにおける横断的かつ統一的な情報セキュリティに
関する方針の策定の他、NTT東日本における情報セキュリティの
制度・規程の改定、各種施策の企画・実施、情報セキュリティに関
する監査・点検等の取り組みを行っております。
　以上のように、NTT東日本グループでは情報セキュリティの確
保に努め、安心・安全なサービスを提供して、ステークホルダーの
皆さまから信頼される企業であり続けることをめざします。

お客さまに多大なるご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申
し上げます。
　当該サービスにおける不具合が確認された後、直ちに報道関係
各社へのニュースリリースを行い、状況等について発表するとと
もに、当該サービスの回復を行いました。そのうえで、当該事象に
ついての原因を確認し、速やかに再発予防策を行いました。

反映 
されて 
いない  
8%

いただいた貴重なご意見は、本報告書の作成や今後のＣＳＲ活動に反映
させていただいています。

ステークホルダー の皆さまへのご報告

「 NTT 東日本グループ　CSR 報告書 2009」アンケート結果
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　CSR活動において、適切に情報を公開し、社会と企業の相互理解・共感をいかに深めるかは非常に大切な要素と考えます。NTT東日本
グループでは、各種ツールを活用し、社内外との情報の共有を図っています。なお、おもなツールは次のとおりです。

　NTT東日本からの重要なお知らせや、新しいサービスの情報等を、請求書に同封してお客さまにお届けしている「ハローインフォメー
ション」や、会社概要、企業活動等をまとめた情報媒体「インフォメーションNTT東日本」等があります。

社外向け冊子

　おもに電気通信事業者の皆さま向けに、当社のネットワークのご利用に関する情報を掲載しているウエブサイト「情報Webステーショ
ン」や、「フレッツ・サービス」や、「ひかり電話」等に関する工事・故障の情報等を掲載しているウエブサイト「工事・故障情報」等があります。
これらの公開情報については、ＮＴＴ東日本公式ホームページの「公開情報」にて閲覧できます。
http://www.ntt-east.co.jp/aboutus/disclosure/index.html

社外向けウエブサイト

　新サービス等の営業系情報を中心に掲載している冊子「NTT東日本BUSINESS」や社内外の情報を
リアルタイムに発信しているウエブサイト「web EAST」等により、社内におけるコミュニケーションの
充実を図っています。

社内向け冊子・ウエブサイト

インフォメーションNTT東日本
（http://www.ntt-east.co.jp/databook/）

情報Webステーション 工事・故障情報

ハローインフォメーション
（http://www.ntt-east.co.jp/helloinfo/）

公式ホームページ「公開情報」

NTT東日本BUSINESS

コミュニケーションツー ルのご紹介
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NTT 東日本グループについて

■ 過去5 年間の決算概要 単位：億円

年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度 2009年度

損益状況

営業収益 21,253 20,613 20,027 19,529 19,286
営業費用 20,593 20,014 19,577 19,162 18,810
営業利益 659 599 449 366 476
経常利益 842 903 674 653 717
税引前利益 866 1,401 1,676 1,229 815
当期純利益 512 843 968 775 505

資産・負債および純資産の状況
資産合計 40,245 39,499 37,527 37,304 37,402
負債合計 20,835 19,614 17,020 16,363 16,290
純資産 19,410 19,885 20,506 20,941 21,112

■ グループ会社一覧 ［ 2010 年7 月1日 現在］
都道県域会社 17社 （株）NTT東日本−東京※1〜北海道
テレマーケティング分野 1社 （株）NTTソルコ
情報通信エンジニアリング分野 4社 NTTインフラネット（株）　（株）NTTエムイー　アイレック技建（株）　NTTレンタル・エンジニアリング（株）
不動産分野 2社 （株）NTTル・パルク　（株）NTT東日本プロパティーズ
金融・カード分野 1社 （株）NTTカードソリューション
電話帳ビジネス分野 2社 NTT番号情報（株）　NTT情報開発（株）
物流分野 1社 （株）アイ・エス・エス
アメニティ分野 1社 NTTスポーツコミュニティ（株）
国際分野 1社 NTTベトナム（株）※2

SI・情報通信処理分野 5社 （株）NTT東日本ソリューションズ　NTTテレコン（株）　日本テレマティーク（株）　（株）NTTメディアクロス　 
NTTブロードバンドプラットフォーム（株）

移動体通信分野 1社 日本空港無線サービス（株）
福利厚生分野 1社 テルウェル東日本（株）

※1  お客さまサービスの向上と業務効率化を図るため、東京エリアの5社（南・中央・北・東・西）を合併し、2010年7月1日より（株）NTT東日本–東京としてスタートしました。
※2  ベトナム社会主義共和国のベトナム郵電公社（VNPT）に対する事業運営指導を実施しています。

■ NTT 東日本の組織図■ NTT 東日本の会社概要
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事業推進

 本部※3

ビジネス＆
オフィス事業

推進本部
ネットワーク
事業推進本部

監査役

社長
監査役室

(経営会議)

監査役会

※1 関東病院、伊豆病院、長野病院、東北病院、札幌病院、首都圏健康管理センタを含む
※2  個人情報・他事業者情報をはじめとした各種情報の保護・管理、適正利用や不正アクセス対策等のさらなる徹底・強化を

図るため、2010年4月1日より「情報セキュリティ推進部」を設置しました。あわせて、情報セキュリティに関する基本方
針、各種施策の審議を行う機関を、「個人情報保護管理委員会」に代えて、「情報セキュリティ推進委員会」として新たに設
置しました。

※3  魅力的なサービス提供に向けた、パートナーとの協業・連携を強化するため、2010年7月1日より「代理店営業部」を「パー
トナー営業部」へ名称変更しました。

名称 東日本電信電話株式会社
（英文名称：NIPPON TELEGRAPH AND 

TELEPHONE EAST CORPORATION）

本社所在地 東京都新宿区西新宿三丁目19番2号
代表取締役社長 江部　努
設立年月日 1999年7月1日
資本金 3,350億円
資本構成 日本電信電話株式会社　100%出資
社員数 5,850人（2010年3月31日現在）
事業所 本社1 地域事業部（支店）17
事業内容 東日本地域※1における地域電気通信

業務※2およびこれに附帯する業務、目
的達成業務、活用業務

※1 北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、茨城県、栃木県、
群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県および長野県

※2 県内通話に係る電話、専用、総合デジタル通信等の電気通信サービス

■ おもなサービス内容
データ伝送サービス：インターネットも、電話も、映像も、
自由に選べて快適に使える「フレッツ光」をはじめとした
データ伝送サービス

音声伝送サービス：「加入電話」および、今お使いの電話番
号や電話機がそのまま使えて、低廉な料金で利用できる

「ひかり電話」等の音声伝送サービス

専用サービス：お客さまのシステム規模やご利用形態に
あわせて、効率的なネットワークを構築できるよう、高い
信頼性と豊富な速度メニューを揃えた専用サービス

システム・インテグレーションサービス：各種サービスに関
わるネットワーク・ICTソリューション

その他：結婚・誕生日・記念日のお祝い事等でご利用でき
る電報サービス、等
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NTT 東日本グループについて

■ サービス提供エリアと通信インフラ※1

北海道

秋田
岩手

宮城山形

福島

栃木

茨城

千葉

群馬
埼玉
東京山梨

神奈川

長野

新潟

青森

伊豆諸島

小笠原諸島

硫黄島等

（万契約） （人）（億円）

2007年度 2008年度

496
629

2009年度

753

0
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800

2007年度 2008年度

53,100 50,500

2009年度

48,300

0

20,000

40,000

60,000
その他

IP関連※

（データ伝送等）

音声伝送

2009年度 営業収益の内訳

NTT東日本の社員数の内訳

フレッツ光 契約者数の推移 NTT東日本グループの社員数の推移

※1  通信インフラの数値については、2010年3月31日現在の数値となります。
※2  通信ケーブル用地下トンネル

※  IP系収入に、附帯収入のうちリモートサポートおよび 
ウイルスクリア収入を加算したもの

電柱：567万本

管路：29万km
とう道：406km※2

水底ケーブル：
800km

電話線や光ケーブル等：
100万km

採用者数（人）
管理職数（人）

社員数（人） 4,250 73％ 1,600 27％ 5,850
176 66％ 89 34％ 265
741 96％ 31 4％ 772

男性 女性 合計
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第三者意見

第三者意見を受けて

谷本 寛治 ● たにもと かんじ
一橋大学大学院商学研究科教授（経営学博士）。
1955年大阪市生まれ。1979年大阪市立大学商
学部卒、1984年神戸大学大学院経営学研究科
博士課程修了、和歌山大学経済学部教授等を経
て、1997年一橋大学商学部教授。2000年より
現職。専門は企業システム論、企業社会論。

社会的に責任ある事業活動という場合、大きく次の二つ
の側面がある。一つは、その本来の事業活動を通じて

（生かして）持続可能な社会の発展に貢献すること。もう一つ
は、その事業経営が社会的に責任をもって取り組まれている
こと、である。
　前者については、本業が時代や地域社会の求める活動となっ
ているか、社会的・環境的要請や期待に応える新しい商品や
サービスを提供できているか、ということが問われる。企業は
社会の中に存在し、その事業を通じて持続可能な社会を共に
築きあげていくことが本来的な使命である。とくに公共性の
高い事業を担うNTT東日本では、トップメッセージの「あらゆ
る人の365日のために」にあるように、また「CSR現場レポー
ト」に人と社会をつなぐユニークなサービスが示されているよ
うに、イノベーティブな取り組みによる新しい事業の可能性を
提示していくことが今後も大いに期待されるところである。
　そして後者が事業経営のまさに基盤部分にあたるところ
であり、私は2008年以来第三者意見としてこの部分に焦点
を当て見解を述べている。NTT東日本では、一昨年度来4
つのCSRテーマに沿ってCSR項目の詳細を決め、CSR目標
を定め、社内にその周知化を図ってきた。社内横断的なCSR
委員会の下に「目標ワーキンググループ」をつくり、現場目線
からそれぞれの目標を定め、その実施を推進してきた。詳細
版では、4つの各テーマにおいてそれぞれの担当責任者が
CSR目標に関してコミットメントを示すようにしているが、そ
れは大切な姿勢である。昨年度来このCSR目標に従って
PDCAのシステムをつくり、そのサイクルをまわし始めた。

2009年度においては、CSR活動の一層の充実に向けて、「NTT東日本グループCSR目標」に基づくPDCAサイクルの
実践等に取り組んでまいりました。このCSR目標は、事業活動そのものがCSR活動であるとの基本的考えを踏まえて

制定したものであり、社員一人ひとりが誇りと気概を持って業務に邁進することがCSR目標の達成につながっていくと考え
ています。今後は、CSR目標の定着に向けて、引き続き事業活動と一体となったPDCAマネジメントの展開に注力していく
とともに、あらゆる機会をとらえてステークホルダーの皆さまからの声に耳を傾け、事業活動に反映させるよう配意してい
くこととし、あわせて、CSR活動のわかりやすい情報開示等についても検討を進めていくなど、CSR活動の充実に向けた取
り組みを推進してまいります。

2010年9月
東日本電信電話株式会社

総務人事部CSR推進室

この1年間四半期の決算に合わせ、いわば非財務の部分の
取り組み結果をマネジメント・シートにとりまとめ、評価し、
課題を示す作業を始めている。そういう形で日々 の仕事に
組み込んでいくことこそが重要である。社内でのとりまとめ
に沿って、冊子版14〜17ページにある「2009年度の施策
項目・評価と2010年度のおもな課題・方向性」がダイジェ
ストとして示されている。今後はその成果が各担当レベルに
フィードバックされ、改善されること、そしてこのシステムが
定着していくことが期待される。
　一般に報告書では制度を説明したり結果だけが示される
ので、このあたりの動きは読み取れないものであるが、本
来CSR経営の実態がなければ報告書として開示できない。
また冒頭に示した前者のわかりやすい情報の開示とは異な
り、後者はマネジメントの部分であり見えにくい部分である。
CSRにかかわる様々な課題を日々の事業活動の中にどこま
で落としこめるか、形式や掛け声だけに終わらないように、
一人一人の仕事との関係を認識し取り組むことこそがマネジ
メントのポイントになってくる。
　ところで昨年度指摘したように、基本的な枠組みとしてCSR
にかかわる活動を4つのコミュニケーションという切り口で
捉えることと、マネジメントのプロセスにおいてかかわるス
テイクホルダーからの期待・要請に応えるということは視点
が異なるため、それらをどのように調整していくかという課
題は残されている。また詳細版で様々な現場からの声を少し
ずつ反映する努力をしているが、具体的なテーマ毎に地域
社会の声、ステイクホルダー の声を聞く場を設定し、マネジ
メントに反映させていく仕組みづくりも必要と思われる。
　本年度から冊子の報告書をダイジェスト版とし、詳細版を
ウェブサイトに掲載するようになっている。今後、実際に冊子
がどのように利用され読まれているか、またウェブサイトは
どのように見られているか、情報開示とそのフィードバックに
関し改めて詳細な検討が必要であろう。さらに財務情報と非
財務情報の開示のあり方、他の報告書やウェブサイト上にあ
る様々な情報との連携など、わかりやすく効果的な開示のあ
り方は今後の課題であろう。
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［お問い合わせ先］

東日本電信電話株式会社 総務人事部 CSR推進室
 〒163-8019 東京都新宿区西新宿3-19-2
 TEL:	 03-5359-8610
 FAX:	03-5359-1118
 E-Mail: csr@sinoa.east.ntt.co.jp

2010年9月発行
●「NTT東日本グループ CSR報告書 2011」は、2011年秋発行を予定しています。 K10-2313




